
歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 栃木県

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体とグループ内平均値より算出した偏差値をもと
　　にチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　グループとは、道府県を財政力指数の高低によって４つに分類したものである。
　　　Ⅰグループ　0.500以上1.000未満、Ⅱグループ　0.400以上0.500未満、
　　　Ⅲグループ　0.300以上0.400未満、Ⅳグループ　0.300未満
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分析欄
◇経常収支比率（合計）
 ・平成19年度は、地方交付税が前年度比16.0％減と大幅に減少したことなどから、前年度比7.2ポイント増の
100.4％となり、過去最悪となった。
◇人件費
 ・給与構造改革による給料表水準の引き下げや特別昇給の廃止、管理職手当の一律10％カットなど総人件費
の抑制に取り組んでいる。平成16～17年度に増加しているのは、三位一体の改革により教職員人件費の義務
教育国庫負担金の一部が一般財源化された影響などによるものである。今後、団塊の世代の大量退職などが
見込まれているが、行財政改革大綱に基づく定員管理の適正化（６年間で1,014人の純減）を進めるなど、引き
続き人件費の抑制を図っていく。
◇物件費
 ・指定管理者制度の導入や事務事業の見直しなどによる経費削減に取り組んでおり、過去５年間では概ね横
ばいで推移している。今後とも、徹底した内部努力による事務事業の見直しを行うなど、引き続き歳出削減に努
めていく。
◇補助費等
 ・グループ内平均を2.9ポイント下回っているが、平成19年度は前年度比2.5ポイント増の19.7％となっている。
その主な要因は、高齢化の進展などによる医療費公費負担の増や障害者自立支援関係経費の増などにより、
医療福祉関係経費が引き続き増加したためである。今後とも、医療福祉関係経費の適正化等に取り組むととも
に、県の裁量による県単補助金などの見直しを行っていく。
◇公債費
 ・グループ内平均を上回っているが、全国順位は20位となっている。数次にわたる経済対策等により、大量に
発行した地方債の償還が続いていることがその主な要因であり、平成19年度末地方債残高は約１兆円となって
いる。今後とも、公債償還費の平準化策や行財政改革大綱に基づく投資的経費の抑制（平成19年度から22年
度までの４年間で毎年5.5％以上）に取り組むなど、地方債発行額の抑制に努めていく。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） グループ内平均（円） 対比（％）

人件費 240,305,641 119,752 107,135 11.8
賃金（物件費） 535,199 267 236 13.1
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 2,939,491 1,465 574 155.2
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 65,043 32 77 ▲ 58.4
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 3,626,554 1,807 1,049 72.3
▲退職金 ▲ 20,675,891 ▲ 10,303 ▲ 10,857 ▲ 5.1
合計 226,796,037 113,019 98,213 15.1

参考
当該団体 グループ内平均 対比（差引）

人口100,000人当たり職員数（人） 1,238.90 1,031.48 207.42
ラスパイレス指数 101.4 100.2 1.2
ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） グループ内平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

99,848,710 49,758 26,533 87.5

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

566,667 282 14,725 ▲ 98.1

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 2,575,853 1,284 1,282 0.2
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

- - 51 -

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

2,109,529 1,051 686 53.2

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

104,590 52 15 246.7

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 60,302,338 ▲ 30,050 ▲ 22,296 34.8

合計 44,903,011 22,377 20,996 6.6

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 栃木県

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) グループ内平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

176,243,695 87,827 ▲ 16.3 80,344 ▲ 8.8 ▲ 7.5

うち単独分 74,891,162 37,320 ▲ 16.2 33,952 1.7 ▲ 17.9

156,967,371 78,170 ▲ 11.0 71,194 ▲ 11.4 0.4

うち単独分 74,906,928 37,304 0.0 30,923 ▲ 8.9 8.9

153,341,715 76,308 ▲ 2.4 36,945 ▲ 48.1 45.7

うち単独分 75,623,458 37,633 0.9 15,956 ▲ 48.4 49.3

155,169,740 77,339 1.4 41,430 12.1 ▲ 10.7

うち単独分 90,866,877 45,289 20.3 18,446 15.6 4.7

130,982,156 65,272 ▲ 15.6 39,894 ▲ 3.7 ▲ 11.9

うち単独分 67,850,423 33,812 ▲ 25.3 17,501 ▲ 5.1 ▲ 20.2

過去５年間平均 154,540,935 76,983 ▲ 8.8 53,961 ▲ 12.0 3.2

うち単独分 76,827,770 38,272 ▲ 4.1 23,356 ▲ 9.0 4.9
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（千円）
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